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２ 目標値の設定方法など 
 

（１）市土の利用区分及び定義 
 

 

 

 

定　　　　義 資　　　　料 備　　　　考

１．農用地
　農地法第２条第１項に定める農地及び採草牧
草地の合計。

福岡農林水産統計年報の耕地面積の「合
計」

（１）農地
　耕作の目的に提供される土地であって畦畔を
含み水路、農道は含まない。

福岡農林水産統計年報の耕地面積の「田」
及び「畑」

（２）採草牧草地
　農地以外の土地で、主として耕作または養畜
の事業のための採草又は家畜の放牧の目的に
供されるもの。

旧市営牧場の面積（大島）

２．森林
　国有林と民有林の合計であり、林道面積は含
まない。

（１）国有林
　林野庁所管国有林、官行造林地、その他省
庁所管国有林の合計。

（２）民有林
　森林法第２条第１項に定める森林であって同
法同条第３項に定めるもの。（地域森林計画対
象民有林及び同計画対象外の民有林）

３．原野
　林地のうち森林でない草生地であり、湿原、
未利用の野草地など。（農地、森林、河川など
ほかの地目区分に属するものを除く）

本市では、この定義によ
る原野面積は有効数値
とならない。

４．水面・河川・水路

（１）水面
　湖沼（人口湖及び天然湖沼）並びに溜池の満
水時の水面面積であり、堤体は含まない。

ため池台帳

（２）河川
　河川法第４条に定める一級河川、同法第５条
に定める２級河川及び同法第100条による準用
河川の同法第６条に定める河川区域をいう。

河川台帳

（３）水路 　農業用用排水路。
整備済み水田面積×0.069+未整備水田面
積×0.039（水田面積は生産基盤整備状況
図）

５．道路

（１）一般道路
　道路法第２条第１項に定める道路で高速自動
車道、一般国道、県道及び市町村道をいい、
法面などを含む。

宗像市統計書

（２）農道
　農業用道路をいい、ほ場内農道及びほ場外
農道であり法面を含む。

道路現況（総括）台帳・検査表

（３）林道
国有林林道及び民有林林道をいい、法面を含
む。

林道台帳

６．宅地
　建物の敷地及び建物の維持又は効用を果た
すために必要な土地。

（１）住宅地

　「固定資産の価値等の概要調書」の評価総地
積の住宅用地に、非課税地積のうち、都道府
県営住宅用地、市町村営住宅用地及び公務
員住宅用地を加えたもの。

「固定資産の価値等の概要調書」の宅地計
－商業地等（非住宅用地）

（２）工業用地
　「工業統計表（用地・用水編）」にいう「事業所
敷地面積」で従業員10 人以上の事業所敷地
面積に補正したもの。

（「福岡県の工業」の従業員30 人以上の事
業所の敷地面積）＋（従業員30 人以上事
業所の敷地面積）×（従業員10 人以上29
人以下事業所の製造品出荷額）／（従業員
30 人以上事業所の製造品出荷額）

（３）その他の
　　　宅地

　（１）（２）の区分のいずれにも該当しない宅地
で事務所・店舗などの用に供される宅地。

宅地－住宅地－工業用地

７．その他
　市土面積のうち、上記のいずれにも該当しな
いもの。

合計－それ以外
　沖ノ島全域は、この中
に含まれる。

合計 　市土面積。
全国都道府県市区町村別面積調（国土交
通省国土地理院）

　「国勢調査」による人口集中地区（ＤＩＤ）面積
であり、人口密度１㎢当たり4,000人以上の調査
区が互いに隣接して、その人口が5,000人以上
となる地区をいう。

国勢調査（平成37年の値は、平成22年の
値をもとに、住宅面積に対する割合で求め
た。）

（市街地）

利　用　区　分

資料のラウンドにより、
「合計」と「田＋畑」の数
値は一致しない。

福岡県林業統計要覧
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（２）利用区分別面積の推移 
 
表 利用区分別面積の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
（３）利用区分別の目標面積の算定方法 
１）農用地 

農地造成などの増加要因がないことから、面積の増加はなく、住宅地や道路などへの転換

に伴い 43haの減少を想定する。 
 

２）森林 

造林などの増加要因がないことから、面積の増加はなく、工業用地や道路などへの転換に

伴い 34haの減少を想定する。 
 

３）原野 

国土利用計画の定義に基づく原野は本市には存在せず、この状況に変化はないものと考え

られる。 
 

４）水面・河川・水路 

①水面 
ダムの面積は将来とも変化はないと考えられる。その他の水面については、住宅地整備に

伴って、その一定割合が公共用地としてこれに転換されるものとしたことから、4haの増加
を想定する。 
②河川 
河川面積の増減を伴う河川改修計画はないため、面積の変更はないものと想定する。 

③水路 
水路面積の算定は、水田面積に水路率を乗じる方法により算出しているが、水田面積が減

少する見込みであることから、水路面積は１haの減少を想定する。 
 

(単位：ha)

住宅地
工業
用地

その他
の宅地

平成15年 2,437 4,787 0 650 733 1,580 1,197 12 371 1,777 11,964
　　16年 2,425 4,787 0 650 770 1,588 1,207 9 372 1,744 11,964
　　17年 2,420 4,783 0 650 776 1,594 1,219 8 367 1,742 11,965
　　18年 2,400 4,783 0 650 780 1,581 1,230 8 343 1,771 11,965
　　19年 2,390 4,783 0 650 785 1,588 1,246 8 334 1,770 11,966
　　20年 2,390 4,783 0 649 786 1,597 1,255 8 334 1,761 11,966
　　21年 2,370 4,732 0 649 905 1,605 1,266 8 331 1,705 11,966
　　22年 2,360 4,732 0 649 909 1,613 1,276 8 329 1,703 11,966
　　23年 2,360 4,732 0 649 913 1,619 1,284 9 326 1,693 11,966

宅地

その他
宗像市
総面積

区分 農用地 森林 原野
   水面・
   河川・
   水路

道路
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５）道路 

①一般道路 
住宅地整備に伴って、その一定割合がこれに転換されるものとしたことから、13ha の増

加を想定する。 
②農道 
具体的な整備計画がないことから増減はないものと想定する。 

③林道 
具体的な整備計画がないことから増減はないものと想定する。 

 

６）宅地 

①住宅地 
「単位人数あたりの住宅地面積の変化」及び「将来人口の微増」により増加が見込まれる。

このような考え方から、まず、住宅地面積の原単位の変化をトレンドで予測し、これに将来

人口を乗じて将来需要面積を推計した。ただし、この需要面積をすべて農用地や森林から転

換するのではなく、既存住宅団地の空き地・空き家の利用で一定程度をまかなうものとした。

この結果、30ha（ネット）の増加を想定する。 
この将来需要を、「①市街化区域の未利用地のうち森林を除いた場所」10ha（ネット）と

「②市街化区域以外の農用地や森林等で、宅地への転換の条件が整っており、政策的にも転

換が望ましい場所」20ha（ネット）でまかなうものとする。 
②工業用地 
周辺類似自治体の「製造業従業者数／人口比」を参考にして設定した製造業従業者数の増

加目標に「１人当たりの製造業事業所敷地面積全国平均（H22）＝248.0 ㎡」を乗じ、これ
から、「準工業地域の未利用地面積（ネット）」を差し引いて、将来必要面積を推計した。こ

の必要面積と、団地性のある工業用地として供給可能な土地の分布の現状を比較検討し、

26ha（ネット）の増加を想定する。 
③その他の宅地 
その他の宅地は、主に商業・業務系の施設用地が占めるが、面積は減少傾向にあることか

ら、将来需要面積も減少が予測される。そこで、現状を維持するため、赤間駅周辺及び国道

495号沿道に商業用地を 4ha（ネット）程度確保する。 
 

７）その他 

公園緑地などとして 1haの増加を想定する。 
 

８）市街地 

DID地域のことである。住宅地の増加に伴い、21haの増加を想定する。 
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●住宅地、その他の宅地の転換想定面積決定の考え方 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 

 

●工業用地の転換想定面積決定の考え方 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

＜転換想定面積決定の考え方＞ 
ウ：必要面積と、団地性のある工業用地として供給可能な土地の分布の現状を比較検討し、26haとした。 

人口
（人）

従業者数
人口
（％）

宗像市<H22> 95,501 1.5%
古賀市 57,920 14.7%
宮若市 30,081 32.2%

筑紫野市 100,172 2.1%

直方市 57,686 10.6%

朝倉市 56,355 8.8%
大野城市 95,087 3.4%

太宰府市 70,482 1.4%

糸島市 98,435 2.2%

新宮町 24,679 16.7%

久山町 8,373 9.9%

周辺類似自治体
の平均<H22>

59,927 7.1%

　　　…製造業全業種の平均値

宗像市<H37目標> 製造業
従事者数

（人）

人口

（人）

従業者数
人口

（％）

工業用地面積
H22～H37
の増加
（ha）

－

準工業地域の
未利用地面積
（ネット）
（ha）

＝

工業用地
新規確保
必要面積
（ha）

●目標設定の考え方
類似・周辺自治体平均の
「従業者数／人口」比の
半分を目標

3,413 96,000 3.6% 48.9 4.6 44.3

計画で転換を想定する面積（ネット） 26ha

製造業
従事者数
（人）

工業用地
面積
（ha)

市域面積
（離島部除く）
（ha)

工業用地面積
市域面積
（％）

1,442 8 10,974 0.1%
8,492 79 4,211 1.9%

9,673 194 13,999 1.4%
2,061 46 8,778 0.5%

6,129 104 6,178 1.7%

4,938 225 24,673 0.9%

3,250 9 2,688 0.3%

963 8 2,958 0.3%
2,165 20 21,615 0.1%

4,114 30 1,767 1.7%

825 11 3,743 0.3%

4,261 73 9,061 0.8%

従事者数
H22～H37
の増加
（人）

1,971

1人当たりの製造業事業所敷地面積全国平均（平成22年）

248.0㎡

ウ

＜転換想定面積決定の考え方＞ 
ア：空き地・空き家の利用などを行うことにより、実際には「新規に住宅地への転換が必要な面積」は 

  トレンドでの予測値を下回ると考えられるので、転換面積を小さく設定する。 

イ：需要では減少が予測されるが、現状を維持するため、赤間駅周辺及び国道495号沿道に商業用地を 

  4ha程度確保する。 

住宅地

(ha)

その他の
宅地
(ha)

→ →
宅地

(ha/千人)

住宅地

(ha/千人)

その他
の宅地
(ha/千人)

平成15年 1,580 1,197 371 11,964 92,792 17.03 12.90 4.00

平成16年 1,588 1,207 371 11,964 93,093 17.05 12.97 3.99

平成17年 1,594 1,219 367 11,965 94,364 16.89 12.92 3.89

平成18年 1,581 1,230 343 11,965 94,813 16.68 12.98 3.62

平成19年 1,588 1,246 335 11,966 94,990 16.72 13.11 3.52

平成20年 1,597 1,255 333 11,966 94,963 16.81 13.22 3.51

平成21年 1,605 1,266 331 11,966 94,900 16.91 13.34 3.49

現況年 平成22年 1,613 1,276 329 11,966 95,053 16.97 13.43 3.46

平成23年 1,619 1,284 326 11,966 95,578 16.94 13.44 3.41

想定人口

96,000人

23 38 -17 (ha) H22～H37の差（将来需要面積）の予測値（ネット）

30 -13 (ha) 計画で転換を想定する面積（ネット）

トレンド
で予測

区分
宅地

(ha)

宗像市
総面積
(ha)

住基人口
〈9月末〉
（人）

目標年
（目標値）

目標年
（トレンド
による
予測値）

平成37年 1,637 1,314 312 11,966 ← ← 17.05 13.69 3.25

ア イ

＜面積＞                           ＜面積の原単位(千人当たり面積)＞  
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（４）土地利用転換表（現況年～目標年） 
 
●大区分ごと                               （単位：ha） 

 
 
 

 
 
 

 
（注１）色枠内の数値は、平成37年までに土地利用転換が行われない分である。 

（注２）合計が合わない部分はラウンドによる。 

 
●細区分ごと                                （単位：ha） 

 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

（注）合計が合わない部分はラウンドによる。 

平成 平成
22年 37年

基準
年次

計 田 畑
採草
牧草地

計 国有林 民有林 計 水面 河川 水路 計
一般
道路

農道 林道 計 住宅地
工業
用地

その他
の宅地

計 計 目標値

11,966 42.5 28.8 13.7 0.0 34.4 0.0 34.4 0.0 △ 2.4△ 3.7 0.0 1.3 △ 12.8△ 12.8 0.0 0.0 △ 60.8△ 30.1 △ 4.3 △ 26.3△ 1.0 78.2△ 78.2 11,966

14.3 9.7 4.6 11.6 11.6 0.5 0.5

△ 0.2 △ 0.2 △ 1.1 △ 0.5 △ 0.1 △ 0.5 △ 0.0

△ 1.7△ 1.7 △ 5.6△ 5.6 △ 26.7△ 13.2 △ 1.9 △ 11.6 △ 0.4

0.00.5 9.7 4.6 11.6 11.6 0.0

33.0 22.3 10.6 26.7 26.7 1.1 1.1

0.26.9 4.7 2.2 5.6 5.6 0.2

△ 0.4

2.1 1.4 0.7 1.7 1.7 △ 0.2 △ 0.2 △ 1.1 △ 0.5 △ 0.1 △ 0.5 △ 0.0

△ 5.6△ 5.6 △ 26.7△ 13.2 △ 1.9△ 11.6△ 1.7△ 1.7

2.4 1.6 0.8 1.9 1.9 0.1 0.1

0.516.4 11.1 5.3 13.2 13.2 0.5

2.1 1.4 0.7 1.7 1.7

△ 0.2△ 2.2△ 2.2 △ 10.6 △ 5.3 △ 0.8 △ 4.6△ 0.7△ 0.7

△ 1.4△ 1.4 △ 4.7△ 4.7 △ 22.3△ 11.1 △ 1.6 △ 9.7 △ 0.4

△ 16.4 △ 2.4 △ 14.3 △ 0.5

住宅地 1,276 30.1 0.0

△ 2.1 △ 6.9 △ 33.0△ 2.1 △ 6.9

1,306

工業
用地

8 4.3 0.0 12

合計

その他
の宅地

329 26.3 0.0 356

その他 1,703 1.0 0.0 1,704

宅
地

計 1,613 60.8 0.0 1,674

農道 87 0.0 0.0 87

林道 12 0.0 0.0 12

一般
道路

810 12.8 0.0 823

水路 55 0.0 △ 1.3 54

6.9 4.7 2.2 5.6 5.6 0.2 0.2

2,317

田

道
路

計 909 12.8 0.0

413

河川 354 0.0 0.0 354

水
面
・
河
川
・
水
路

計 649 3.7 △ 1.3 651

水面 409 3.7 0.0

922

水面・河川・水路 道路 宅地

0.0△ 13.7 595

森
林

計 4,732 0.0△ 34.4 4,698

国有林

畑 608

330 0.0 0.0 330

民有林 4,402 0.0△ 34.4 4,368

原　野 0 0

農用地

農
用
地

120
採草
牧草地

120

原
野

1,630 0.0△ 28.8 1,601

そ
の
他

増
加
分

減
少
分

計 2,360 0.0△ 42.5

区分
森林

農用地 森林 原野
水面・河
川・水路

道路 宅地 その他

農用地 2,360 2,317 2.1 6.9 33.0 0.5

森　林 4,732 4,698 1.7 5.6 26.7

原　野 0 0

水面・河川・水路 649 647 0.2 1.1

道　路 909 909

宅　地 1,613 1,613

その他 1,703 1,703

2,317 4,698 0 651 922 1,674 1,704

平
成

年

平成37年目標値

　　　　　　　　　　　　　　　　　　転換先
　　転換源
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